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本日の構成

■第１部 コーポレート・ガバナンス関係（45分）
 証券市場の信頼回復のためのコーポレート・ガバナンスに関する上場制度の見直

しについて

■第２部 ライツ・オファリング及び売買単位の集約
（15分）
 ライツ・オファリングについて

 売買単位の集約について

■第３部 業績予想開示関係（40分）
 業績予想開示に関する実務上の取扱いの見直しの概要と実務対応について

■第４部 その他（お知らせ事項等）（10分）
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第１部

証券市場の信頼回復のためのコーポレート・
ガバナンスに関する上場制度の見直しについて
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はじめに

 東証では、「証券市場の信頼回復のためのコーポレー
ト・ガバナンスに関する上場制度の見直しについて」と
題する制度要綱案を本年2月28日に公表（添付資料１）。

 3月29日まで、パブリックコメント手続きを実施。

 改正規則は、5月上旬を目途に施行予定。

本件については、パブリック・コメントを実施中であり、本日ご説明
した内容は、パブリック・コメントの結果によって変更となる可能性
があります。
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証券市場の信頼回復のためのコーポレート・ガバナンスに関する上場制度の見直し

 「独立役員届出書」：独立役員として指定する者
が①～③に該当する場合は、その旨及びその概要
を記載事項に追加。
①取引先又はその出身者
②社外役員の相互就任先の出身者
③寄付先又はその出身者

 「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」：
独立役員届出書の追加内容を記載事項に追加。

 「株主総会招集通知」：独立役員届出書に記載さ
れている情報を株主総会における議決権行使に役
立てやすい形で株主に提供するよう努めるものと
する規定を新設。

※独立役員に指定されない社外役員についても独立
役員と同様の対応を実施。

 独立役員の構成：独立役員に取締役会における議
決権を有する者が含まれていることの意義を踏ま
えて独立役員の指定を行うよう努めるものとする
規定を新設。

 独立役員のサポート体制：独立役員が期待される
役割を果たすための環境整備を行うよう努めるも
のとする規定を新設。

 「独立役員ハンドブック（仮称）」の発刊：独立
役員の職務執行の参考としていただくためのハン
ドブックを作成。

 業務の適正を確保するための体制（会社法上の内
部統制システム）の適切な構築・運用を義務付け。

独立役員等に関する情報開示の拡充 独立役員制度の実効性向上

上場会社の経営者による企業価値の重大な毀損行為の発覚

⇒我が国証券市場に対する内外投資家の不信感の高まり

⇒上場制度などについても改善を要する点が明らかに

投資家の不信感を払拭し我が国証券市場の信頼回復を図るため、上場制度の見直しを実施
対応の

基本方針

具体的な
対応内容

現状

内部統制システムの適切な構築・運用

時期 2012年5月を目途に実施（ 「独立役員ハンドブック（仮称）」の発刊を除く）

改正の全体像

1
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今回の制度改正で必要となる当面の実務対応

 独立役員届出書の提出

 コーポレート・ガバナンス報告書の記載追加

 株主総会招集通知等における記載充実の検討

1
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独立役員届出書の様式見直し

 東証では、独立役員届出書の様式を、従来の独立役員１名につき１通の様式
から、１社につき１通の様式に変更し、全国証券取引所において統一するこ
とを検討中。

1

独 立 役 員 届 出 書（新様式イメージ）

）

１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a1 a2 b1 b2 c d e1 e2
該当
なし

f g h

本人
近親者
本人 ▲

近親者
本人 ●

近親者
本人

近親者
本人

近親者

３．独立役員の属性・指定理由等の説明

1

2

3

4

5

４．補足説明

属性情報

提出日：
（yyyy/mm/dd）

市場区分：

氏名

独立 一郎 社外取締役

独立役員届出書の提出理由

組織形態

社外役員の人数（うち独立役員）

監査役設置会社

4 名

1

独立
役員

社外取締役／
社外監査役

番号
独立性の基準及び開示加重要件への該当状況

○

社外取締役の人数（うち独立役員） 2 名

有○

番号 独立役員の指定理由等

社外監査役 ○

社外監査役
訂正・属性

変更
3

5

4

独立 三郎

独立 四郎

新任

2 社外取締役 ○ 新任独立 二郎

○

有

会社名：

（コード：

本人の
同意

社外監査役の人数（うち独立役員） 2 名 （1 名）

異動（予定）日（yyyy/mm/dd）

（3 名）

該当状況についての説明

（2 名）

有

有

異動の
場合

　独立役員の資格を充たす者を全て届け出ている

「独立役員届出書」
2011/04/20改訂  

〔提出会社情報〕 〔独立役員が確保されていない場合〕

会社名 コード

提出区分

〔独立役員〕 〔独立役員の異動に関する情報〕

氏　名
異動(予定)日

(yyyy/mm/dd)

〔独立役員の属性等〕

a1．上場会社の親会社の業務執行者

a2．上場会社の兄弟会社の業務執行者

b1．上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

b2．上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

d．上場会社の主要株主

e1．上場会社又はその子会社の業務執行者

※　記入後に、必ず確認ボタンをクリックしてください。
　　この確認ボタンにより、記入漏れ等の形式チェックを行います。エラーメッセージが表示された場合は、
　　メッセージの内容をご確認のうえ、記入漏れの追加等を行ったうえで、再度確認ボタンをクリックしてください。

通番

提出日
(yyyy/mm/dd)

〔独立役員届出書の内容を確認し、有価証券上場規程及び同施行規則に基づいて独立役員に係る届出をすること
　についての本人の同意〕

e2．上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与（独立役員
　が社外監査役の場合）

a1～e2のいずれかに該当している場合には、その左にあるチェックボックスをチェックしてください。[本人]又は[近親者]のどちら
かを選び、[現在・最近]又は[過去]のどちらかを選んでください。
いずれにも該当しない場合には、下の[a1～e2のいずれにも該当しない場合]にチェックしてください。

〔該当状況についての説明〕
※上記a1～e2のいずれにも該当していない場合には、「該当事項なし」と記入してください。

社外取締役／社外監査役

異動理由

〔独立役員の指定理由等〕
この独立役員届出書によって届け出る社外取締役又は社外監査役を独立役員として指定する理由を記入してください。
指定理由の記入に際しては、以下の点にご留意ください。
※上記a1～e2のいずれかに該当している場合には、当該事由に該当していてもなお一般株主と利益相反の
　生じるおそれがないと判断し、独立役員として指定する理由を記入してください。
※独立役員が確保されていない場合は、独立役員の確保に向けた今後の対応方針を記入してください。

c．上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサル
　タント、会計専門家、法律専門家

本人 近親者
現在・
最近 過去

確　認

a1～e2のいずれにも該当しない場合

独立役員が確保されていない

同意している

旧様式 新様式

コーポレート・ガバナ
ンス報告書と同様、上
場会社の全ての社外取
締役・社外監査役の名
前を記載する一覧表形
式に変更。
社外役員のうち独立役
員に指定する者につい
ては、「独立役員」欄
に「○」を付す。

今回の制度改正で追加する
新たな記載項目（取引先、
社外役員相互就任、寄付
先：p8参照）の開示欄を
追加。

「独立役員の資格を充たす
社外役員の全員を独立役員
として指定することとして
いる」旨のチェックボック
スを新設（p15参照）。
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１．独立役員に関する情報開示の拡充１．独立役員に関する情報開示の拡充
（１）独立役員届出書における記載（１）独立役員届出書における記載

 上場会社は、独立役員として指定する者が次のａ～ｃに該当する場
合は、該当状況及びそれぞれの概要を開示する。

ａ 上場会社の取引先又はその出身者

ｂ 社外役員の相互就任の関係にある先の出身者

ｃ 上場会社が寄付を行っている先又はその出身者

 以上に掲げる独立役員の属性情報の開示を求めるものであり、「事
前相談要件」や「開示加重要件」を追加するものではない。

 コーポレート・ガバナンス報告書においても同様の内容を記載。

1
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属性情報の開示： ａ．取引先

「取引先」

 既存の「主要な取引先」には該当しない取引先も含む、全ての取引先が開示対象と
なる（確認の範囲について、p12参照）。

「取引の概要」

 独立役員の属性を株主・投資者が適切に認識できる程度の記載を想定。例えば、取
引の種別や金額、取引が行われた時期等を記載することが考えられる（これらに限
定されるものではない）。

 全ての取引の内容について網羅的に記載することを要するものではない。

（考えられる記載例）

1

独立役員が、「上場会社の取引先又はその出身者（p12参照）」である場合
には、「その旨」及び「取引の概要」を記載する。

独立役員として指定している社外監査役の□□□□氏は、当社製品の販売先である株式会社△△△
の出身です。株式会社△△△と当社との間には、年間○○○百万円（平成○○年○○月期実績）の
取引が存在しています。
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属性情報の開示： ｂ．社外役員の相互就任

「社外役員の相互就任の関係」

 社外役員の相互就任とは、上場会社の出身者が、他の会社の社外役員である場合で
あって、当該他の会社の出身者が、当該上場会社の社外役員である場合をいう（下
図参照）。

1

社外役員： ○○氏
（Ａ社の元取締役）

当該他の会社（Ｂ社）の出身
者（△△氏）が、当該上場会
社（Ａ社）の社外役員である

上場会社

Ａ社 Ｂ社

上場会社（Ａ社）の出身者
（○○氏）が、他の会社（Ｂ
社）の社外役員である

社外役員： △△氏
（Ｂ社の元取締役）

独立役員が、「社外役員の相互就任の関係にある先の出身者」である場合に
は、「その旨」及び「相互就任の概要」を記載する。
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属性情報の開示： ｃ．寄付を行っている先

「寄付を行っている先」

 「取引先」と同様、一定以上の規模の寄付に限定されるものではなく、全ての寄付
先が開示対象となる。

「寄付の概要」

 独立役員の属性を株主・投資者が適切に認識できる程度の記載を想定。例えば、寄
付の相手先、金額、寄付の目的等を記載することが考えられる（これらに限定され
るものではない）。

（考えられる記載例）

1

独立役員が、「上場会社が寄付を行っている先又はその出身者」である場合
には、「その旨」及び「寄付の概要」を記載する。

独立役員として指定している社外監査役の○○○氏は、□□大学の経済学部教授ですが、当社は、
同大学工学部○○学科に、研究支援目的で○○○百万円（平成○○年○○月期実績）の寄付を行っ
ています。
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属性情報の開示の範囲

 属性情報（「取引」、「相互就任」、「寄付」の該当状況及びその概要）の開示に
ついては、当該関係が独立役員届出書の記載事項となっていることを前提として行
われた調査の結果、把握できるレベルでの記載とし、合理的に可能な範囲での確認
を想定。

 「現在」における、上場会社と、独立役員本人及び独立役員の出身元の会社等との
間の関係が開示対象。「現在」とは、直近事業年度及び当事業年度の開示をするま
での期間をいい、この期間における関係の有無の確認を行えば足りる。ただし、こ
れより前の期間についても含めて開示を行うことを妨げるものではない。

 上場会社単体における関係の有無が開示対象。上場会社単体での関係の有無の確認
を行えば足りる。ただし、連結ベースでの関係も含めて開示を行うことを妨げるも
のではない。

 「出身者」とは、現在を含む直近10年間において業務執行に携わった場合をいう。
独立役員候補者の直近10年間の所属先について確認を行えば足りる。ただし、直近
10年間よりも過去の職歴も含めて開示を行うことを妨げるものではない。

 上場会社が、取引や寄付について、株主の議決権行使の判断に影響を及ぼすおそれ
がないものと判断する軽微基準を定め、軽微基準の概要を独立役員届出書において
開示している場合には、軽微基準に達しない取引や寄付については、そのような関
係の有無自体の開示を省略することも考えられる。

1
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属性情報の「概要」の記載の省略

 「取引」、「相互就任」、「寄付」の概要については、上場会社がその概要を記載
するまでもないと判断した場合には、概要の記載に代えて、概要を記載するまでも
ないと判断した理由を記載することでもよい。

 その際に記載する理由としては、例えば、以下に掲げるものが考えられる（これに
限定されるものではない）。

 一般消費者としての通常の取引である

 合併等によって意図せず社外役員が相互就任する形となっている

 寄付金額が僅少である

など

（考えられる記載例）

1

独立役員として指定している社外監査役の○○○氏は、当社の取引先である株式会社○○○の出身
ですが、取引の規模、性質に照らして、株主・投資者の判断に影響を及ぼすおそれはないと判断さ
れることから、概要の記載を省略します。
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独 立 役 員 届 出 書（新様式イメージ）

）

１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a1 a2 b1 b2 c d e1 e2
該当
なし

f g h

本人
近親者
本人 ▲

近親者
本人 ●

近親者
本人

近親者
本人

近親者

３．独立役員の属性・指定理由等の説明

1

2

3

4

5

４．補足説明

属性情報

提出日：
（yyyy/mm/dd）

市場区分：

氏名

独立 一郎 社外取締役

独立役員届出書の提出理由

組織形態

社外役員の人数（うち独立役員）

監査役設置会社

4 名

1

独立
役員

社外取締役／
社外監査役

番号
独立性の基準及び開示加重要件への該当状況

○

社外取締役の人数（うち独立役員） 2 名

有○

番号 独立役員の指定理由等

社外監査役 ○

社外監査役
訂正・属性

変更
3

5

4

独立 三郎

独立 四郎

新任

2 社外取締役 ○ 新任独立 二郎

○

有

会社名：

（コード：

本人の
同意

社外監査役の人数（うち独立役員） 2 名 （1 名）

異動（予定）日（yyyy/mm/dd）

（3 名）

該当状況についての説明

（2 名）

有

有

異動の
場合

　独立役員の資格を充たす者を全て届け出ている

属性情報の開示：独立役員届出書の記載箇所

1

属性情報（「取引」、「相互就
任」、「寄付」の該当状況）に
ついては、様式の中にチェック
欄を新設。

該当している場合の「概要」等
については、「該当状況につい
ての説明」欄においてテキスト
で記載。

上場会社が取引や寄付について、
株主の議決権行使の判断に影響
を及ぼすおそれがないものと判
断する軽微基準を定めた場合に
は、末尾の補足説明欄において
当該基準を開示する。
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２．社外役員に関する情報開示の拡充２．社外役員に関する情報開示の拡充
（１）独立役員届出書における記載（１）独立役員届出書における記載

1

 上場会社は、独立役員に指定しない社外役員についても、独立役員
届出書において独立役員と同様の情報を開示する。

 当該社外役員に期待している効用が独立性に基づくものでない場合
には、その効用を記載することができる。

 上場会社が、自社の社外役員のうち、一般株主と利益相反が生じる
おそれのない独立役員として指定しうる者の全員を独立役員として
届け出ている場合（次頁参照）には、独立役員に指定されていない
社外役員については、独立性の基準及び開示加重要件への該当状況
及び属性情報（「取引」、「相互就任」、「寄付」の該当状況及び
その概要）の記載は省略できる。
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独 立 役 員 届 出 書（新様式イメージ）

）

１．基本情報

２．独立役員・社外役員の独立性に関する事項

a1 a2 b1 b2 c d e1 e2
該当
なし

f g h

本人
近親者
本人 ▲

近親者
本人 ●

近親者
本人

近親者
本人

近親者

３．独立役員の属性・指定理由等の説明

1

2

3

4

5

４．補足説明

属性情報

提出日：
（yyyy/mm/dd）

市場区分：

氏名

独立 一郎 社外取締役

独立役員届出書の提出理由

組織形態

社外役員の人数（うち独立役員）

監査役設置会社

4 名

1

独立
役員

社外取締役／
社外監査役

番号
独立性の基準及び開示加重要件への該当状況

○

社外取締役の人数（うち独立役員） 2 名

有○

番号 独立役員の指定理由等

社外監査役 ○

社外監査役
訂正・属性

変更
3

5

4

独立 三郎

独立 四郎

新任

2 社外取締役 ○ 新任独立 二郎

○

有

会社名：

（コード：

本人の
同意

社外監査役の人数（うち独立役員） 2 名 （1 名）

異動（予定）日（yyyy/mm/dd）

（3 名）

該当状況についての説明

（2 名）

有

有

異動の
場合

　独立役員の資格を充たす者を全て届け出ている

社外役員の記載：独立役員届出書の記載箇所

1

「独立役員の資格を充たす者を
全て届け出ている」のチェック
欄を新設。

独立役員のみならず全ての社外
役員について一覧として記載し、
そのうち、独立役員として届け
出る者については、「独立役
員」欄に「○」を付す（現行の
コーポレート・ガバナンス報告
書の様式と同様）ことを想定。

社外役員に期待する効用を記載
する場合は、「独立役員の指定
理由等」の欄にテキストで記載。
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新様式による提出のタイミング（予定）

 今回の様式見直しにあたっての提出（新様式による初回提出）

（2月期決算会社）
 本年の定時株主総会において独立役員の異動等（提出済みの独立役員届出書の記載内容の変

更を含む。以下同じ）がある場合でも、旧様式による提出で足りる。ただし、任意で新様式
による提出を行うことを妨げない。

 来年以降の定時株主総会において、独立役員の異動等がない場合でも、社外役員の選任議案
（再任を含む）が付議される場合には、総会の2週間前のタイミングで、新様式による提出
を行う。

（3月期決算会社）
 本年の定時株主総会において独立役員の異動等がある場合には、定時株主総会の2週間前の

タイミングで、原則として（※）新様式により提出を行う。
（※）既に旧様式によって準備を進めている上場会社もあるため、改正規則の施行日からの一定期間（1か

月程度を想定）においては、旧様式による提出で足りる。

 本年の定時株主総会において独立役員の異動等がなければ、提出は不要。

 来年以降の定時株主総会において、独立役員の異動等がない場合でも、社外役員の選任議案
（再任を含む）が付議される場合には、総会の2週間前のタイミングで、新様式による提出
を行う。

（4月期決算会社以降）
 本年の定時株主総会において独立役員の異動等がない場合でも、社外役員の選任議案（再任

を含む）が付議される場合には、総会の2週間前のタイミングで、新様式により提出を行う。

1
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 新様式提出後のアップデート

 株主総会において独立役員・社外役員の構成が変わることが予定されて
いる場合や、属性情報（「取引」、「相互就任」、「寄付」の該当状況
及びその概要）の記載内容に変更がある場合（※）には、その2週間前
までに独立役員届出書を提出。

（※）従来、独立役員届出書の提出は不要と取り扱っていた「再任」の場合でも、
取引関係等の記載の更新の要否を確認し、記載内容に変更がある場合には、
変更後の独立役員届出書を提出することが必要。

 期中において、独立役員届出書の内容に変更（期中での独立役員の新規
指定や、社外役員の辞任等による指定解除、訂正・属性変更など）があ
る場合には、原則として変更が生ずる日の2週間前までに独立役員届出
書を提出。

1
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独立役員届出書の新様式提出のフロー
（定時株主総会で独立役員の異動があるケース）

1

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
報
告
書
の
改
訂

定時株主総会
以後遅滞なく

独
立
役
員
届
出
書
の
提
出
（TD

net

）

新
様
式
に
よ
る
独
立
役
員
届
出
書
の
作
成

独
立
役
員
に
指
定
す
る
社
外
役
員
の
決
定

（
届
出
の
方
針
の
決
定
）

社
外
役
員
候
補
者
及
び
現
任
の
社
外
役
員
に
つ
い
て
の

属
性
情
報
等
の
事
実
関
係
の
確
認

独
立
役
員
の
指
定
等
に
関
す
る
社
内
手
続
き
／
本
人
同
意

定時株主総会の
２週間前まで

社外役員
全員につ
いて独立
性の開示
を行うか、
独立役員
の資格を
充たす者
全員を届
け出るか

独立役員
届出書の
新フォー
マットの
Excel
ファイル
は、４月
中旬頃提
供予定

取引関係
等につい
て、必要
に応じて
改めて調
査を実施

提出方法
が変更さ
れる予定
（次頁参
照）

有価証券
報告書の
記載事項
もあわせ
て見直し
を検討す
ることが
必要
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独立役員届出書の提出方法の変更

（これまで）

 独立役員届出書については、東証から提供するExcelファイルを、東

証Targetを通じて提出。

（見直し後）

 独立役員届出書のフォーマットは、これまでどおりExcelファイルに
て配布。

 提出は、各上場会社において、独立役員届出書のExcelファイルを

PDFファイルに変換し、TDnetを通じて提出。

※ 新様式への切り替えの詳細な時期等については、別途お知らせ予定。

1
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コーポレート・ガバナンス報告書の記載

 属性情報（「取引」、「相互就任」、「寄付」の該当状況及びその概要）の開示

 社外取締役（社外監査役）の選任状況の「適合項目に関する補足説明」欄に、
個々の独立役員（社外役員）ごとにテキストとして追加的に記載。

 社外役員の独立性に関する事項（開示加重要件の該当状況、期待する効用等）

 独立役員についての開示加重要件の該当状況の記載と同様、「当該社外取締役
（社外監査役）を選任している理由」欄にテキストとして追加的に記載。

 提出時期は、通常どおり（定時株主総会の日以後遅滞なく）。

 2012年3月期決算会社から新記載要領による提出を開始。

1
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株主総会招集通知等における記載

 上場会社は、独立役員及び独立役員に指定しない社外役員に関する
情報を、株主総会における議決権行使に役立てやすい形で株主に提
供するよう努めるものとする。

 既に相当数の上場会社において実施されている、株主総会参考書類
や事業報告における独立役員に関する任意的な記載を、望ましいも
のとして取引所としても後押しする趣旨。

 努力規定であるため、実効性確保手段等の適用対象にはならない。
記載内容についても取引所として一律の型にはめることはせず、各
社の裁量の余地を確保するもの。

 本年の定時株主総会においても、対応可能な上場会社から、順次、
実施していただくことを想定。

1
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招集通知への記載のイメージ①

 株主総会参考書類

 役員選任議案の、個々の社外役員の「その者を社外取締役候補者とした
理由」又は「その者を社外監査役候補者とした理由」を記載する箇所に、
以下のような事項を記載する。
 独立役員として指定する旨又は既に指定している旨

 取引所の定める開示加重要件に該当している場合にはその旨（当該社外役員を独立役員
に指定する場合には、それを踏まえてもなお独立役員に指定する理由も含む）

 「取引」「役員相互就任」「寄付」などの関係がある場合にはその旨及びその概要

（考えられる記載例）

○○○○、□□□□、△△△△の３氏は社外取締役候補者です。上記３氏は上場証券取引所の定め
る独立性の要件を満たしていますので、両証券取引所に全員を独立役員として届け出ています。な
お、当社の定める独立取締役の要件の内容については、当社インターネットホームページ
（http://www.xxxx...）に掲載しています。

○○○○氏について東京証券取引所の定める独立役員として届け出ています。同氏は過去40年以上

前において当社の主要な取引先である●●●●株式会社に勤務していた経歴がありますが、永年に
わたって弁護士として独立した活動を行っており、一般株主と利益相反の生じるおそれがないもの
と判断しています。

1
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招集通知への記載のイメージ②

 事業報告

 会社役員に関する事項の一覧表中や欄外の記載において、独立役員に指
定されている社外役員を明示する。

（考えられる記載例）

1

当社は、□□□□氏、○○○○氏、△△△△氏を、東京証券取引所の有価証券上場規程第４３６条
の２に定める独立役員に指定しています。

監査役の□□□□および○○○○の２氏は、社外監査役であります。また、２氏については、東京
証券取引所の定める独立役員として、同取引所に届出書を提出しております。

なお、当社は△△△△氏を、一般株主と利益相反の生じるおそれのない独立役員として指定し、上
場証券取引所に対し届け出ています。
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３．独立役員の構成３．独立役員の構成

1

 上場会社は、独立役員に取締役会における議決権を有している者が
含まれていることの意義を踏まえ、独立役員の指定を行うよう努め
るものとする。

 努力規定であるため、実効性確保手段等の適用対象にはならない。

 社外取締役の選任の義務付けや、その要件の厳格化については、法
制審議会会社法制部会における会社法改正の議論において引き続き
検討される。
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４．独立役員が機能するための環境整備４．独立役員が機能するための環境整備

1

 上場会社は、独立役員が期待される役割を果たすための環境を整備
するよう努めるものとする。
具体的には、以下のような体制の整備が考えられる。

 独立役員への適時適切な情報伝達体制の整備

 社内部門との連携

 補助する人材の確保

 2010年3月に東証 上場制度整備懇談会がとりまとめた「独立役員に
期待される役割」において、独立役員がその役割を果たすためには、
上記のような環境整備 が重要であるということが提言されている。

 各上場会社の創意工夫において、そのような体制を整備することを
推奨する趣旨。

 努力規定であるため、実効性確保手段等の適用対象にはならない。
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独立役員ハンドブック（仮）

 東証では、独立役員制度の導入後、2010年3月に上場制度整備懇談
会から「独立役員に期待される役割」を公表（東証HPに掲載）。

 2010年9月には、独立役員の実務の一助としていただくため、独立
役員を対象として「東証 独立役員セミナー」を開催（講演録全文
を東証HPに掲載）。

 独立役員制度の実効性を高めるためのさらなる取組みとして、独立
役員の職務執行の参考としていただくための『独立役員ハンドブッ
ク（仮）』の発刊に向けて準備中（2012年夏～秋ごろ 発刊予定）。

1

【参考ＵＲＬ（東証HP内）】
「独立役員に期待される役割」 ：http://www.tse.or.jp/rules/seibi/yakuwari.pdf
東証 独立役員セミナー 講演録全文 ：http://www.tse.or.jp/news/09/101110_a.html
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５．業務の適正を確保するために必要な体制５．業務の適正を確保するために必要な体制
の構築・運用の構築・運用

1

 上場会社は、業務の適正を確保するために必要な体制を適切に構
築・運用するものとする。

 会社法上の内部統制システム（会社法３６２条４項６号参照）につ
いては、既に、この整備を決定することを全上場会社に対して義務
づけている（東証 有価証券上場規程第４３９条）。

 内部統制システムの整備を決定するだけでなく、適切に構築・運用
することについても、上場ルール上の義務であることを明確化。

 平時において、取引所が内部統制システムの構築・運用状況のモニ
タリングを行うものではない。

 会社法上の内部統制システムの運用状況などについてコーポレー
ト・ガバナンス報告書などにおいて、 追加的な情報開示を求める
ものではない。
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今後のスケジュール

 今後のスケジュール（予定）は以下のとおり。

1

3月29日まで パブリックコメント募集期間

4月中旬 独立役員届出書の新様式（案）及
び記載要領（案）の公表

4月末 パブリックコメント結果公表

5月上旬 改正規則公表・施行

コーポレート・ガバナンス報告書
の改訂記載要領公表
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第２部

平成２３年金融商品取引法改正及び売買単位の集約
に係る上場制度の整備等について
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１．ライツ・オファリングについて

2
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ライツ・オファリングの環境整備

 ライツ・オファリングとは
 市場を通じた資金調達方法のひとつ。持分比率に応じて既存株主に新株

予約権（ライツ）を無償で付与し、その新株予約権を上場することによ
り、既存株主に新株予約権を行使して持分比率を維持するか、市場で売
却して経済的損失を回避するかの選択肢を提供する点に特色がある。

2

株主 株主 株主

市場
発行会社

（①予約権付与）（②予約権売却）

投資家

（③予約権購入） （④予約権行使・払込）

（④予約権行使・払込）

 権利行使されなかっ
た新株予約権がその
まま失権するノンコ
ミットメント型と、
一連のスキームを通
じて証券会社が権利
行使されなかった新
株予約権を取得し、
これを行使するコ
ミットメント型が存
在する。
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ライツ・オファリングの環境整備

 必要期間の短縮に向けた制度整備

 待機期間の短縮（2010年4月）

 目論見書の電子交付（2012年4月）

 割当通知の到達時期の見直し（未定）

 コミットメント型の制度整備

 未行使新株予約権の取得及び行使を内容とする契約を「引受」として整
理し、コミットメント型を金商法に取込み（2012年4月）

 コミットメントした証券会社や既存株主に関し、公開買付け規制や大量
保有報告規制を整備（2012年4月）

 上場制度の改正内容

 割当比率を柔軟化し、調達金額の自由度を向上（2009年12月）

 外国証券規制の回避やコミットメント型に係る規律の見直し等の成果を
適時開示ガイドブックの改訂等を通じて実務に取り込むとともに、新株
予約権の上場基準を明確化（2012年4月）

 新株予約権行使期間中及び行使期間終了後における行使状況開示の要請
（2012年4月）

2
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２．売買単位の集約について

2
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売買単位の集約に向けた行動計画

2

 2007年11月に全国の証券取引所が連名で公表。

 内国会社の普通株式の売買単位（＝単元株式数）を100株に統一す
ることが最終的な目標。

 株券電子化後、速やかに100株と1000株の２種類に集約することを
当面の目標とする。
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行動計画公表後の展開

 行動計画の「第二段階」における取組み
 2009年1月の株券電子化から１年半が経過したことを受け、2010年11

月24日付で「売買単位の集約及び適時開示の徹底へのご協力のお願
い 」を上場会社代表者あてに通知。

 売買単位の集約に係る上場会社の実態調査を実施（2011年2月に調査結
果を公表）
 ９０％以上の会社が、売買単位の集約の対応時期を未決定。

 単元株式数の変更等の実施に係るコストは、株券電子化前と比較して大幅
に削減（アンケート回答会社の平均値：１，６６１万円→１７０万円）。

 集約の実現には、取引所において義務化を含む行動計画の終期を確定させ
ることが必要との意見が多数。

 2011年3月の東日本大震災の発生を受けて、とりわけ単元株制度未採用
会社が、単元株式数の採用に係る定款変更手続きを実施することの困
難さに配慮し、2011年4月15日付で「第二段階の終期」の決定を当面
延期する旨を公表（震災の影響を見極めたうえで秋以降に再検討。）。

2
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第二段階の終期の確定（2012年1月）

 当面延期としていた行動計画の再開の可否を判定するため、売買単
位の集約の進行に対する震災による影響等の見極めを実施。

 以下の点から、震災の影響が、集約を進めるにあたっての大きな障
害にはなっていないことが判明。

 震災直後にはその開催自体も危ぶまれていた定時株主総会が、多くの
上場会社において予定どおり開催されたこと

 企業業績の急激な悪化によって停滞することが懸念された上場会社に
よる100株への移行手続きが、震災後においても進展していること

 そこで、100株と1000株への集約の完了時期（「第二段階」の終
期）を、「2014年4月1日」に確定。

 円滑な移行に必要な上場規則の改正を実施。

2
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今回の改正内容

 各取引所において、以下の上場規則改正を実施。

現在、単元株式数が1株、10株、50株、200株、500株、2000
株となっている上場会社に対して、、「2014年4月1日」までに
100株単位へ移行することを義務づけ（単元変更等の効力発生
日が同日であれば足りる）。

違反の場合は「公表措置」の対象とする。

改正改正
内容内容

（１）（１）

最終的には100株に統一することを念頭に、現在、単元株式数
が1000株となっている上場会社が100株へ移行するよう努める
ことを規定。

1000株から100株に移行しなくても「公表措置」の対象とはな
らない。

改正改正
内容内容

（２）（２）

2
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1株、10株、50株単位の会社の実務対応

 2014年4月1日までに単元株式数を100株に引き上げること（単元株制度を
採用していない1株単位の会社は、単元株制度の採用に係る定款変更）が必
要。

2

投資単位 想定される対応

～5万円

 単元株式数の変更（⇒100株に引上げ）【必須】

 投資単位の引上げのために、単元変更と同時に実施する株式分割の
比率を、単元株式数の増加比率よりも小さい割合とするかどうかの
検討が必要となる。投資単位の引上げは、権利を失う株主が生じる
ため、留意が必要。

5万円～50万円

 単元株式数の変更（⇒100株に引上げ）【必須】

 実質的な投資単位を変えないように単元株式数の増加比率と同じ割
合の株式分割を行うことが考えられる。

50万円～

 単元株式数の変更（⇒100株に引上げ）【必須】

 同時に投資単位が5万円～50万円におさまるようにするために、単
元株式数の増加比率よりも大きい割合の株式分割を行うことが考え
られる。
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200株、500株単位の会社の実務対応

 2014年4月1日までに単元株式数を100株に引き下げることが必要。

2

投資単位 想定される対応

～5万円

 単元株式数の変更（⇒100株に引下げ）【必須】

 投資単位がさらに下がることを回避する観点から単元株式数の減少
比率と同じ割合の株式併合を行うことも考えられる（総会特別決議
が必要）。

5万円～50万円

 単元株式数の変更（⇒100株に引下げ）【必須】

 実質的な投資単位を変えないように単元株式数の減少比率と同じ割
合の株式併合を行うことが考えられる（総会特別決議が必要）。

50万円～

 単元株式数の変更（⇒100株に引下げ）【必須】

 同時に、投資単位が5万円～50万円におさまるようにするために、
単元株式数の減少比率よりも少ない割合の株式併合を行うことが考
えられる（総会特別決議が必要）。
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留意点

 会社法上、株主総会の開催を要するコーポレート・アクションを実
施する場合は、2014年4月1日に移行が間に合うように株主総会の
決議を行わなければならないことに注意が必要。

2

【単元株式数の増加又は設定（1株、10株、50株の会社）】
• 単元株式数の増加・設定のみを実施する場合
• 単元株式数の増加・設定に際して、単元株式数の増加比率より小さ

い比率により株式分割を実施する場合
• 単元株式数の設定に際して、単元未満株式の権利制限（会社法第189

条第2項）に係る定款変更を実施する場合

【単元株式数の減少（200株、500株、2000株の会社）】
• 単元株式数の減少と同時に株式併合を実施する場合
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お願い事項

 事務日程等の詳細については、取引のある株式事務代行機関にご相
談ください。

 多数の上場会社が、移行期限の前日を基準日として単元変更等と同
時に株式分割を実施した場合、振替口座簿の記録の更新等に係る事
務に影響が生ずる可能性がありますので、可能な範囲で、移行期限
の前日よりも前に到来する基準日（中間配当に係る基準日又は臨時
基準日等）において実施することをご検討ください。

 実質的な株式併合（投資単位の引上げ）となり、権利を失う株主が
生じるコーポレート・アクションを実施する場合には、決議に先
立って取引所にご連絡ください。

2
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1000株単位の会社の実務対応

 1000株単位となっている上場会社については、現時点では、100株
に移行することが義務となっているわけではないが、2014年4月1
日に100株と1000株の二種類への集約が完了した後は、100株に移
行することが必要になる（※）ため、各社の事情に応じて、可能な
限り早期に100株への移行を行うことが望ましい。

 現在、投資単位が50万円以上となっている場合には、単元株式数の
100株への引下げと同時に、投資単位が5万円から50万円の範囲に
おさまるようにすることが望ましいと考えられる。

（※）最終的な売買単位の統一の時期については、集約の進行状況を
踏まえて改めて検討。

2
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第３部

業績予想開示に関する実務上の取扱いの見直し
の概要と実務対応について
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本日のご説明内容

① 実務上の取扱いの見直しの経緯

② 実務上の取扱いの見直し等
a. 見直しの方針

b. 決算短信（サマリー情報）の様式の見直し

③ 上記見直しに伴い上場会社にご留意いただきたい事項
【全ての上場会社にご留意いただきたい事項】

a. 開示する情報に係る位置付けの説明の推奨

【柔軟な業績予想開示を実施される上場会社にご留意いただきたい事項】

b. 比較可能性の低下に対応した、利用者とのより一層のコミュニケー
ションの推奨

c. 柔軟な業績予想開示の修正開示についての考え方

d. 売上高、利益等の業績予想を開示しない場合のリスクと取引所によ
る開示の推奨

④ ＴＤｎｅｔにおける登録方法

3
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①

実務上の取扱いの見直し経緯
各方面からの要請 取引所等における検討

平成２２年
３月

日本取締役協会「ディスクロー
ジャーの改善に関する提言」

６月 政府「新成長戦略」

－取引所における業績予想開示の
在り方の検討

７月 日本経済団体連合会「財務報告に
関わるわが国開示制度の見直しに
ついて」

平成２２年
10月

「上場会社における業績予想開示
の在り方に関する研究会」におけ
る検討・報告書の取り纏め

12月 金融庁「金融資本市場及び金融産
業の活性化等のためのアクション
プラン」

－取引所における業績予想開示の
在り方の検討、取引所の取組の慫
慂

～

平成２３年
７月

10月 東京証券取引所・上場制度整備懇
談会において見直し骨子を議論

12月 見直し方針を公表

3
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②－ａ

見直し方針（平成２３年１２月公表）①

 上場会社を取り巻く環境変化に対応した柔軟な業績予想開示の実現
を図る観点から、投資者ニーズを踏まえつつ上場会社の実情に応じ
た多様な将来予測情報の開示を行うことを可能とする取扱いを整備

 売上高、利益等に係る業績予想を開示する場合にも、そうでない場合に
も柔軟に対応できる、上場会社にとって自由度の高い決算短信の様式を
実現

3
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②－ａ

見直し方針（平成２３年１２月公表）②

 売上高、利益等に係る業績予想開示を実質的に強制するものと理解
されている可能性のある現行の実務を廃止

 業績予想を行わない場合又は独自の形式で行う場合の東証への事前相談

 上記の場合に限定した「理由」の開示

3
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②－ａ

見直し方針（平成２３年１２月公表）③

 安易な開示の後退の防止やフェアディスクロージャーの観点から、
見直しの趣旨については、関係者に十分な周知等を実施

 非現実的な前提や不合理な手法によって算出された数値の開示など、不
合理な業績予想の開示に伴うリスクについて、上場会社に周知

 株主、投資者その他の情報利用者に対して、見直し方針の公表とあわせ
て以下の事項を周知（報道機関等に周知への協力を依頼）

 業績予想は、合理的に仮定された条件に基づいて算出されたものであり、そ
の達成を約束する趣旨のもの（経営者によるコミットメント）ではないこと

 業績予想は、その後の適切な修正を通じて、事業年度終了後に決算発表が行
われるまでの間の期中におけるダイナミックな業績情報の適時開示の実現を
意図したものであり、業績の進捗に応じた修正が当然に予定されていること

3
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②－ｂ

決算短信（サマリー情報）の様式の見直し

 見直し内容

 決算短信（サマリー情報）の様式について、現行の表
形式に加えて、自由記載形式も選択可能なものとして
提示

 表形式について、開示項目や予想対象期間を自社の実
情に応じて追加・削除が可能であることを、様式上で
明示

3



Copyrights (c) 2012 Tokyo Stock Exchange, Inc. All rights reserved 51

②－ｂ

見直し後の決算短信（サマリー情報）

≪表形式≫ ≪自由記載形式≫

3
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②－ｂ

表形式の様式の使い方

 利用方法
 表は、自社の実情に応じて、開示項目や予想対象期間を追加又は

削除することが可能

 レンジ形式による開示、翌四半期の開示、第２四半期累計期間の業
績予想の省略、一部項目の非開示等が考えられる。

 表の上下に、文章情報を記載することが可能

 従来は、業績予想の利用に関する注意文言を記載

 予想数値に大きな影響を与える可能性のある重要な経営上の施策等、
業績予想の背景についての具体的な説明を行うことなどが考えられ
る。

 表題
 開示内容に応じて適切なものに変更することが可能

3
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②－ｂ

使い方例①

 通期の業績予想を開示

※ 従来は開示しない項目はバー表示されていた。

3
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②－ｂ

使い方例②

 通期の業績予想をレンジ形式で開示

 通期の当期純利益・１株当たり当期純利益のみ開示

 四半期ごとの決算発表時に翌四半期の業績予想をレンジ形式で開示

3
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②－ｂ

自由記載形式の様式の使い方

 自由記載欄の利用方法

 決算発表時に開示される事項のうち、投資者の投資判
断上有用と上場会社自身が判断した情報を明瞭・簡潔
に記載
 投資判断上有用な情報としては、業績予想、配当予想などの

将来の予測情報や継続企業の前提に関する事項などが考えら
れる。

 表題

 開示内容に応じて適切なものを付すことが必要

3
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③－ａ

開示する情報に係る位置付けの説明の推奨

 考え方

 一部の投資者などで、業績予想が必ず達成されるべきコミットメントで
あるという誤解が存在

 誤解の解消に向けて、取引所は、開示する情報の位置付けを上場会社自
身が説明することを推奨

 留意点

 開示する情報の位置付け（客観的予想、目標、保守的なコミットメント
など）について、投資者に適切に理解されるよう、表題の工夫、注意表
示の記載、記載場所を分けるなどの方法により、投資者に対し自社のス
タンスを示すことが考えられる。

 参考

 取引所自身も報道機関等を通じて以下の周知を実施

 業績予想は、達成を約束する趣旨のものではなく、期中において業績の進捗
に応じた修正が当然に予定されているものであること。

3
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③－ａ

開示する情報に係る位置付けの説明の開示例

 注意表示の記載例

（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現
在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて
おり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。・・・

3
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③－ｂ

利用者とのコミュニケーションの推奨
 考え方

 柔軟な業績予想開示が促進される結果、利用者にとっては上場会社間の
比較可能性の低下が発生

 比較可能性の低下が外観上のものに留まるよう、取引所は、上場会社に
対して利用者とのコミュニケーションを推奨

 留意点
 利用者とのコミュニケーションの一つとして、自社の業績予想開示のス

ケジュール、自社が置かれた市場に対する経営者の認識や見通し、その
開示方法を選択した理由など、自社の業績予想開示に関するスタンスを
決算短信等において示すことが考えられる。

 他にも、利用者のニーズを踏まえ、次のような開示情報を充実させるこ
とが考えられる。
 外部環境の前提（主要国での経済成長率、主要通貨の為替レート、原材料

（調達）価格などの見通し）

 将来に対する経営方針や事業戦略

 設備投資、減価償却費、研究開発費の計画、人員計画などの見通し

3
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③－ｃ

柔軟な業績予想開示の修正開示
 考え方

 新たに算出された予想が、直前に公表された予想と比較したときに投資
者の投資判断に重要な影響を与える可能性がある場合は、取引所の適時
開示ルール（※）に基づき、その開示が必要

※ 上場会社は最低限の要件、方法等が定められた上場規則上の適時開示義務を履行するだ
けでなく、より適時、適切な会社情報の開示を怠ってはならないこととされている。

 「投資者の投資判断に重要な影響を与える可能性」の判断基準について
は、あらかじめ上場会社において十分な検討が必要

 留意点
 判断基準の設定にあたっては、例えば、予想の変動による売上高や利益

への影響度合いや、年間の売上高や利益の予想に準じる財務指標（※1）を
開示している場合に、売上高や利益の修正に係る開示基準（※2）を考慮す
ることが考えられる

※ ① 通期以外の期間（四半期、半期など）の予想数値や、② 受注高・EBITDA・１株あた
り利益など、売上高や利益を基に算出した予想数値を想定

※ 売上高については新たに算出した予想値を直近の予想値で除して得た数値が1.1以上又は
0.9以下、利益については同1.3以上又は0.7以下である場合に、修正開示が必要

3
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③－ｄ

売上高、利益等の業績予想を開示しない
場合のリスク

 インサイダー取引規制上の重要事実が社内に滞留するリスク

 社内で算出した売上高、利益等の業績予想が、前事業年度の実績値と比較して重
要な差異があるときには、インサイダー取引規制上の重要事実が発生

 取引所の上場規則上、インサイダー取引規制上の重要事実が生じた場合は適時開
示が義務付けられており、それを怠った場合には適時開示ルールへの違反に該当

 上場会社は、期初において、売上高、利益等の業績予想を開示するか否かにかか
わらず、社内において新たに業績予想を算出するつど、その内容の開示を要する
か否かの判断が必要

 選択的開示のリスク

 ステークホルダーとの日常的な対話において、社内に有する売上高、利益等の業
績予想を個別に提供する「選択的開示」が生じるリスク

 「選択的開示」の結果、観測報道等が行われた場合には、取引所は上場会社に対
して事実関係の照会を実施。取引所の上場規則上、照会に対する正確な回答や、
取引所の求めに応じた適切な情報開示が義務付けられており、それらを怠った場
合には適時開示ルールへの違反に該当

3
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③－ｄ

売上高、利益等の業績予想の開示に関する
取引所の考え方

 取引所の考え方

 売上高、利益等の業績予想を社内に有することとなった上場会社におい
て、情報管理・リスク管理に懸念があるときは、その内容を自発的に開
示すること（あわせて、業績の進捗に応じてその適時かつ適切な見直し
を行うこと）を、上場会社に推奨

 留意点

 上場会社は、法制度や上場規制を社内外の関係者に十分に理解させ、継
続的かつ適切に情報管理・リスク管理を行っていくことが必要

 売上高、利益等の業績予想を社内に有することとなったときには、その
内容を自発的に開示することがリスク軽減の観点から有効

3
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④

表形式と自由記載形式の選択方法

 表形式か自由記載形式かは、『数値データ（ＸＢＲＬ）様式のカスタマイズ』で選択

 １.を選択⇒表形式 2.を選択⇒自由記載形式

3
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④

表のカスタマイズ方法（開示項目）

 開示項目は、『数値データ（ＸＢＲＬ）様式のカスタマイズ』で追加・削除

 選択肢にない項目を追加する場合には、ワードファイルからＰＤＦファイルを作成する必要あり

3
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④

表のカスタマイズ方法（予想対象期間）

 予想対象期間は、入力画面の『決算期・業績予想期間の変更』で変更

3
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④

入力画面イメージ（表形式）

 四半期の表を設定することが可能

 表の前でもテキス
ト形式による情報
開示を行うことが
可能

3
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④

入力画面イメージ（自由記載形式）

 上場会社の判断により適切な表
題が付せる自由記載欄

 上場会社がテキスト形式により様々な情報開示
を行うことが可能

3
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第４部

東京証券取引所からのご案内
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上場会社表彰のリニューアル

平成２４年度より、上場会社表彰をリニューアルいたします。

（全体像イメージ）

 外形・形式面を表彰する「企業行動表彰」に加えて、内容・実質面を表彰する「企
業価値向上表彰」を創設し、東証市場の魅力向上に努めてまいります。

ポイント１
投資者の視点を経営に組み込んで企業価値の向上に努めている上場会社を表彰
するため、「企業価値向上表彰」を創設

ポイント２
企業行動規範の浸透・充実に資する積極的な取組みを促進するため、
「企業行動表彰」の表彰テーマを事前に公表

＋ ＝企業行動表彰企業価値向上表彰

上場会社の価値向上

上場会社表彰

東証市場の魅力向上上場制度の整備・浸透

新設

内容・実質面 外形・形式面

テーマの事前公表

4
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Ⅰ企業価値向上表彰

企業価値向上表彰の概要
１．制度概要

（１）目的
東証が市場開設者としての立場から望ましいと考える企業価値の向上を目指した経営の普及・促進を図るた
め。

（２）表彰対象
高い企業価値の向上を実現している上場会社のうち、資本コストをはじめ投資者の視点を深く組み込んで企
業価値の向上を目指すなど、東証市場の魅力向上に資すると認められる経営を実践している上場会社を表彰
対象とする。

（３）選定対象 全内国上場会社を選定対象とする。

（４）表彰社数 １社とする。なお、最終選考の候補については、事前公表を行う。

（５）表彰時期 毎年1回、表彰を行う。

２．選定方法

有識者等から構成される選定委員会において選定

座長 伊藤 邦雄 （一橋大学大学院商学研究科 教授）

委員 澤上 篤人 （さわかみ投信株式会社 代表取締役会長）

委員 スコット キャロン （いちごアセットマネジメント株式会社 代表取締役社長）

３．後援

日本ＩＲ協議会、日本証券アナリスト協会、日本証券業協会、日本証券投資顧問業協会、日本ベンチャーキャピタル協会、

日本経済新聞社

4
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Ⅱ企業行動表彰

表彰テーマの事前公表
1. 目的

企業行動表彰は、東証が市場開設者としての立場から望ましいと考える上場会
社としての企業行動（＊）の普及・促進を図ることを目的としています。
この企業行動表彰について、表彰テーマを事前に公表することによって、上場
会社の積極的な取組みを促進することとします。

2. 平成２４年度の表彰テーマ

平成２４年度企業行動表彰のテーマは、

「社外取締役の独立役員への指定」といたします。

・新たに社外取締役を独立役員として指定した。
・次年度から、社外取締役を独立役員として指定することを決定した。
・以前から、先駆的に社外取締役を独立役員として指定している。
などといった積極的な取組みを行った上場会社を表彰する予定です。

＊東証の上場規則に設けている企業行動規範に既に採用され、又は、今後採用される可能性の高い企業行動のうち、
先駆的な企業行動として、他の上場会社の企業行動に影響を与え、新たな流れを作るなど、当取引所の企業行動規
範の浸透又は充実に資すると認められる企業行動を表彰対象としています。

4
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東証英文開示資料配信サービス

情報ベンダー、東証HP

英文資料の登録 自動配信

各種情報ソース
情報端末

上場会社ご担当者
TDnet

海外投資家

低コスト幅広い周知 柔軟な利用

TDnet、東証HP、情報ベンダー
を通じて、貴社の英語の開示
情報が、幅広く、かつ、タイ
ムリーに配信されます。

貴社のニーズにそった柔軟な
利用が可能です。

会社情報の一部、要約した内
容、ディレイ情報でも開示い
ただけます。

ご利用のための手続き、追加
コストは必要ありません。

日本語の適時開示情報をTDnet
に登録する場合と同様に、お
使いできます。

東証では、昨年７月から「英文開示資料配信サービス」を開始しました。

現在（平成24年３月６日）、１４７の上場会社等にご利用いただいています。

海外投資家とのコミュニケーション強化策の一つとして、是非ご利用ください！

【問合せ先】 株式会社東京証券取引所 上場部 TEL: 050-3377-7420  Email: jojo@tse.or.jp

4
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参考資料

〔 第１部関係 〕

（資料１） 「証券市場の信頼回復のためのコーポレート・ガバナンスに関する上場制度の見直しに
ついて」

（資料２） 「独立役員に期待される役割」

〔 第２部関係 〕

（資料３） 「平成２３年金融商品取引法改正及び売買単位の集約に係る上場制度の整備等につい
て」

（資料４） 売買単位の100株と1000株への移行期限の決定について

（資料５） 売買単位の100株と1000株への移行期限の延期について

〔 第３部関係 〕

（資料６） 業績予想開示に関する実務上の取扱いの見直し方針について

（資料７） 業績予想開示に係る事前相談の要請の廃止方針に関するお問合せについて

※ 本説明会資料に添付している参考資料は、東京証券取引所から上場会社宛に発信し
た通知文等を収録したものです。
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独立役員に期待される役割 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

株式会社東京証券取引所 

上 場 制 度 整 備 懇 談 会 

 

mo-sasaki
テキストボックス
資料２



株式会社東京証券取引所（以下「東証」という。）では、平成２１年１２

月に有価証券上場規程等の一部改正を実施し、すべての上場会社が備えるべ

きコーポレート・ガバナンスの枠組みとして、独立役員の確保を求めること

とした（有価証券上場規程第４３６条の２第１項）。  

 

上場制度整備懇談会では、この独立役員制度について、その理解を促進し、

制度の定着を図る観点から、次頁以下のとおり、その意義と独立役員に期待

される役割をとりまとめた。 

 

この制度は、一般株主の利益保護という制度の趣旨を踏まえた運用がなさ

れることが重要である。この制度が形式主義に陥り、制度の趣旨に反するよ

うな運用が行われることとなれば（例えば、独立役員として届け出られた者

が、一般株主の期待に反する行動をとるなど）、個々の上場会社に対する株

主・投資者の信頼が失われるだけでなく、我が国の証券市場全体に対する国

内外からの信頼感が損なわれ、ひいては我が国経済の国際的な競争力の低下

要因となることも懸念される。 

したがって、東証としては、上場会社各社に対して、独立役員制度の導入

趣旨を踏まえた適切な対応をねばり強く求めていくことが適当であり、その

前提として、当該制度の意義や独立役員に期待される役割について、上場会

社各社の独立役員のみならず、すべての上場会社関係者に対して、広くその

適切な理解を得るための努力を払うことが必要である。 

1 
 



独立役員制度の意義 

 

東証の「上場会社コーポレート・ガバナンス原則」は、上場会社にとって

コーポレート・ガバナンスが有効に機能することは、継続的に企業価値を高

めていくための極めて基本的な要請である、と謳っている。 

 

一般に会社には多様な利害関係者（株主・経営者・従業員・取引先・債権

者など）が存在しているが、上場会社に特有で、かつ共通しているのは、一

般株主の存在である。 

上場会社には、株式の流通市場を通じた売買によって変動しうる株主が多

数存在しており、その多くは個々の株主としては持分割合が少ないために単

独では会社の経営に対する有意な影響力を持ち得ない株主である。このよう

な株主を一般株主と呼ぶ。この一般株主が存在することで、上場会社は円滑

な資金調達機会を得るなど、様々なメリットを享受しているが、これらの一

般株主は、上場会社の経営に対する影響力が弱く株式の流動性も高いために、

上場会社の経営において、その利益に対する配慮がともすると失われがちで

ある。 

しかしながら、一般株主は上場会社にとって不可欠の存在であり、その利

益は、株主共同の利益とも言い換えることができ、上場会社の利益と一致す

るのが通常であって、一般株主の利益に配慮して会社の経営が行われること

は、上場会社がその事業目的の遂行と企業価値の持続的な向上を目指すうえ

で極めて重要である。 
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また、一般株主の利益が適切に保護されることは、証券市場を通じた資金

調達機能等が適切に発揮されるための条件であり、株式の上場制度の根幹を

なすものであると言える。上場会社と我が国経済の発展にとっても、一般株

主の利益が適切に守られる環境を整備することは重要である。 

 

上場会社を取り巻く利害関係者の多くは、上場会社の企業価値の向上によ

って恩恵を受けることになるが、個々の利害関係者の利害は、常に一致する

わけではなく、通常、その利害調整は、日常の経営の中で行われている。し

かし、時として、日常の経営の中での利害調整に委ねることが不適当な利害

対立が生ずる場面も想定される。 

 

特に、上場会社の経営者と一般株主との間の利害の相違が顕在化する局面

では、ともすると一般株主の利益を軽視した決定がなされるおそれがある。

こうした局面では、一般株主の利益に配慮した公平で公正な決定がなされる

仕組みが上場会社のなかに設けられることが、強く求められる。  

この点について、例えば、ＭＢＯに関しては、経済産業省の「企業価値の

向上及び公正な手続確保のための経営者による企業買収（ＭＢＯ）に関する

指針」（平成１９年９月４日）において、意思決定プロセスにおける恣意性

の排除のための工夫として、独立した立場の者にＭＢＯの是非及び条件の諮

問を行い、その結果なされた判断を尊重することが提言されている。 

また、買収防衛策に関しては、経済産業省・法務省の「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（平成１７年５

月２７日）において、内部取締役の保身行動を厳しく監視できる実態を備え
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た独立性の高い社外取締役や社外監査役の判断を重視するよう設計してお

けば、株主や投資者に対し、取締役会の判断の公正さに対する信頼を生じさ

せる効果があるとされている。 

さらに、第三者割当増資に関しては、東証の上場ルールにおいて、第三者

割当のうち、２５％以上の希薄化を伴う場合や、支配株主が異動する見込み

がある場合について、経営者から一定程度独立した者による第三者割当の必

要性及び相当性に関する意見の入手又は第三者割当に係る株主総会決議な

どによる株主の意思確認のいずれかの手続を行うことが求められている。 

 

これらの指針やルールに共通しているのは、上場会社の利害関係者の間で

明確な利害の対立が生じうる場面においては、意思決定プロセスの中に独立

した立場の者の客観的な判断を取り込むことが、一般株主の利益に配慮した

公平で公正な決定のために有効かつ必要であるという考え方である。 

 

このことは上記のような経営者と一般株主との間で利害の対立が顕在化

する局面だけの問題ではない。日常の経営判断の積重ねが結果的に一般株主

の利益を損ねる場合がありうることを踏まえれば、平素から、上場会社の意

思決定プロセスに独立した立場の者が関与していることが、一般株主の利益

に配慮した公平で公正な決定のために、やはり有効かつ必要である。  

この場合、上場会社の重要な業務執行に係る決定は取締役及び監査役の出

席する取締役会で行われるため、その取締役会に参画している取締役又は監

査役の中に独立した立場の者の存在が確保されることが、重要である。  

4 
 



 

上場会社のコーポレート・ガバナンスについては、最終的には個々の上場

会社において実効性のある最適な枠組みが、上場会社とその株主との間の継

続的な対話と合意形成を通じて確立されることが求められる。その一方で、

上場会社の株式は証券市場において不特定多数の投資者による投資の対象

となる以上、一般株主の利益保護の観点から、すべての上場会社が当然に備

えるべきコーポレート・ガバナンスに係る枠組みの整備も同時に求められる

というべきであり、かつ、それは客観的に理解されやすい形で提供される必

要がある。 

 

独立役員制度は、以上のような意義を有するものである。 
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独立役員に期待される役割 

 

 

 

 独立役員には、上場会社の取締役会などにおける業務執行に係る決定

の局面等において、一般株主の利益への配慮がなされるよう、必要な意

見を述べるなど、一般株主の利益保護を踏まえた行動をとることが期待

されている。 

 

 
 
 

一般株主の利益は基本的には上場会社の企業価値の向上により図られる

ものであり、本来、上場会社のすべての役員が担うべき役割である。このよ

うな上場会社において独立役員の設置が求められる理由は、上場会社の一般

株主は、会社の経営に対する影響力が弱く株式の流動性も高いために、会社

の経営において、その利益に対する配慮がともすると失われがちであるから

である。そして、上場会社に対して確保が求められる独立役員は最低１名以

上であり、社外取締役か社外監査役のいずれでもよいことを踏まえれば、独

立役員には、上場会社の意思決定プロセスにおいて、一般株主の利益に配慮

する観点から、発言機会を求め、必要な問題点等の指摘を行い、そうした問

題意識が取締役会に出席する他のすべての役員に共有され、そのうえで取締

役会などにおける判断が行われるように努めるなど、一般株主の利益保護の

ために行動することが期待される。  
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（留意点） 

 独立役員は、上記の期待される役割を果たすにあたり、例えば次のよう

な点を考慮した適切な判断を行うことが望まれる。 

 

・  上場会社の業務執行に係る決定等が、その会社の事業目的

の遂行及び企業価値の向上という視点からみて合理的なもの

であるかどうか。 

 特に、一般株主の利益に対する配慮が十分に行われている

か。 

・  業務執行に係る決定等を独立役員として適切に評価するた

めに必要な情報が、あらかじめ十分に提供されているか。 

・  業務執行に係る決定等の目的、内容及び企業価値に与える

影響が、正確、適切に開示されるよう工夫されているか。 

 

 独立役員は、会社法の定める社外取締役又は社外監査役の権限を適切に

行使して、一般株主の利益保護に努めることが望まれる。  

 

※  一般株主の利益保護とは、他の利害関係者との利害調整を要する局

面において、他の利害関係者の利益を考慮することを排除するもので

はない。  

 

※  一般株主の利益保護のために独立役員がとるべき対応は、企業不祥

事を未然に防止することや、過度のリスクを伴う行動を牽制すること

だけではない。業務執行に係る決定等の局面において、企業価値の向
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 独立役員には、平常から、一般株主の声や期待に対する感度を高く保つ

ように努めることが望まれる。  

 

※  このことは、個々に株主の意見を直接聞くことまでをも意味するも

のではない。  

 

 独立役員には、平常から、上場会社の他の役員、業務執行者との間の円

滑なコミュニケーションを保つよう配慮することが望まれる。  

 

※  以上に述べた一般株主の利益保護について、独立役員がその役割を

適切に果たすためには、上場会社の他のすべての役員、業務執行者に

おいても、独立役員に期待される役割を十分に理解し、独立役員制度

が機能するための体制を整備すること（独立役員への適時適切な情報

伝達体制の整備、社内部門との連携、補助する人材の確保など）が不

可欠である。  

 
 

以 上  
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売買単位の 100 株と 1000 株への移行期限の決定について 

 

2 0 1 2 年 1 月 1 9 日 

全 国 証 券 取 引 所 

 

全国証券取引所では、2007 年 11 月 27 日に公表した「売買単位の集約に向けた

行動計画」（以下「行動計画」といいます。）に基づき、上場会社をはじめとする市

場関係者の皆様のご協力により、売買単位を 100 株に統一することを最終的な目標

としつつ、当面は「売買単位の 100 株と 1000 株の 2 種類への集約」に向けた取組

みを進めています。 

この「100 株と 1000 株の 2 種類への集約」の完了時期につきましては、昨年 3

月に発生した東日本大震災による上場会社の企業活動・企業業績への影響等を考慮

し、行動計画に目安として掲げていた「2012 年 4 月（仮）」を「当面延期」し、震

災による影響等を見極めたうえで改めて検討するものとしておりました（別紙：

2011 年 4 月 28 日付『売買単位の 100 株と 1000 株への移行期限の延期について』

参照）。 

移行手続きに対する震災による影響等を現時点で確認いたしましたところ、震災

直後にはその開催自体も危ぶまれていた定時株主総会が、多くの上場会社において

予定どおり開催されたこと（参考資料１参照）や、企業業績の急激な悪化によって

停滞することが懸念された上場会社による移行手続きが、震災後においても進展し

ていること（参考資料２参照）など、震災の影響が集約を進めるにあたっての大き

な障害にはなっていないことが確認できました。そこで、このたび、「売買単位の

100 株と 1000 株の 2 種類への集約」の完了時期について、以下のとおり取り扱う

ことといたしましたので、お知らせいたします。 

また、全国証券取引所では、「売買単位の 100 株と 1000 株の 2 種類への集約」に

必要な上場規則の改正を、速やかに実施する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行動計画の最終段階である 100 株への統一の時期・方法は、今後の状況を踏まえ、

改めて検討いたします。 

 - 1 -

 100 株と 1000 株への集約の完了時期は、「2014 年 4 月 1 日」と

します。 
 

 上場会社の皆様におかれましては、上記の完了時期までに、100

株への移行を完了していただきますよう、お願いいたします。 
 

 なお、売買単位が 1000 株の上場会社の皆様についてはこの限り

でありませんが、最終的には 100 株への統一を行う予定ですので、

この機会に 100 株への移行をご検討くださいますよう、お願いい

たします。 

mo-sasaki
テキストボックス
資料４



ご参考資料 

 

１． 定時株主総会の開催状況（全国証券取引所ベース） 

2011年 4月1日時点の

上場会社数 

定時株主総会を通常

通りの日程で開催し

た上場会社の数 

定時株主総会を延期

した上場会社の数 

3,630 社 
3,624 社 

（99.8％） 

6 社 

（0.2％） 

 

２． 最近の単元変更等の実施会社数（全国証券取引所ベース） 

単元変更等の内容 

（変更前⇒変更後） 

単元変更等を実施し

た上場会社の数（※）

2011 年 4 月末以降に 

単元変更等を実施した

上場会社の数 

1000⇒100 120 社 （23 社） 

1⇒100 75 社 （29 社） 

500⇒100 17 社 （9 社） 

10⇒100 7 社 （3 社） 

50⇒100 2 社 （2 社） 

合 計 221 社 （66 社） 

※ 2009 年 4 月 1 日から 2012 年 1 月 4 日までに単元変更等を実施した上場会社を集計 

 

３． 2012 年 1 月 4 日現在の単元株式数の分布状況（全国証券取引所ベース） 

単元株式数 上場会社数 割合 

100 1,661 社 46.2％ 

1000 1,355 社 37.7％ 

1 486 社 13.5％ 

500 49 社 1.4％ 

10 29 社 0.8％ 

50 11 社 0.3％ 

200 1 社 0.0％ 

2000 1 社 0.0％ 

合 計 3,593 社 100.0% 

 

 

以 上 

 
【 お 問 合 せ 先 】 

株式会社東京証券取引所 上場部 tel.03-3666-0141 

株式会社大阪証券取引所 大阪上場グループ tel.06-4706-0850 

東京上場グループ tel.03-3669-1160 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ tel.052-262-3174 

証券会員制法人福岡証券取引所 自主規制部 tel.092-741-8231 

証券会員制法人札幌証券取引所 自主規制部 tel.011-241-6171 
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期限までに100

株へ移行する

ことが必要と

なる上場会社 

577社（16.1％）
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売買単位の 100 株と 1000 株への移行期限の延期について 

 

平成 23 年 4 月 28 日 

全 国 証 券 取 引 所 

 

 

このたび、全国証券取引所では、本年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による

上場会社の企業活動・企業業績への影響等を踏まえ、平成 19 年 11 月 27 日に公表

した「売買単位の集約に向けた行動計画」（以下「行動計画」といいます。）につい

て、以下のとおり取り扱うことといたしましたので、お知らせいたします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更内容の詳細等につきましては、次ページ以降に記載しておりますので、適宜

ご確認ください。 

 

 

 全国証券取引所が取り組んでまいりました売買単位の

集約に向けた取組みは、今後も継続いたします。現時点

において売買単位の集約に向けた対応を実施すること

が可能な上場会社の皆様におかれましては、引き続き、

単元株式制度の採用又は単元株式数の変更等の実施に

向けた前向きなご検討及びご協力をお願いいたします。 

 

 

 ただし、東日本大震災の影響等を踏まえ、当面の目標で

ある「売買単位の 100 株と 1000 株の 2 種類への集約」

（第二段階）の終期の確定については、今回の大震災に

よる影響等を見極めたうえで、本年秋を目途に改めて検

討いたします。 

 

 

 これに伴い、行動計画において第二段階の終期の目安と

して掲げられている「2012 年 4 月（仮）」については、

当面延期いたします。 

 

mo-sasaki
テキストボックス
資料５



 - 2 -

変更の趣旨と内容 

 

・ 全国証券取引所では、市場の利便性の向上を図る観点から、上場会社をはじめとする

市場関係者の皆様のご協力を得て、平成 19 年 11 月に行動計画を策定し、全国証券取引

所に上場する内国会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を 100 株に統一することを

最終的な目標として、売買単位の集約に向けた取組みを段階的に実施しています。 

 

・ 平成 21 年 1 月の株券電子化の実施を経て、現在は、上場会社各社に 100 株と 1000 株

の 2 種類に売買単位を集約するための移行期間（第二段階）と位置づけており、これま

でに多数の上場会社の皆様に、単元株式制度の採用又は単元株式数の変更等の具体的か

つ自発的なご対応を頂戴しております。 

 

・ 行動計画では、この第二段階の終期（100 株又は 1000 株への移行の完了時期）と方法

について、「株券電子化後の実務の安定運営の確認、コスト、手続き等が見えてきた」時

点で確定するものとしたうえで、「2012 年（平成 24 年）4 月」を仮の目標時期として掲

げておりました。 

 

・ しかしながら、今般の震災により、被災地域外に所在される場合を含めて広範な上場

会社の皆様の企業活動・企業業績に大きな影響が生じ、先行きの不透明感が高まってい

る現状を踏まえますと、第二段階の終期の確定については、本震災の影響を見極めたう

えで実施することが適当であると思われます。 

 

・ これに伴い、また、売買単位の集約に向けた具体的な取組みの実施に際しては、あら

かじめ株主総会による定款変更等の決議が必要となる場合が多い（下表）と考えられる

中、今回の震災を受けて定時株主総会の開催時期の延期等が個々の上場会社において検

討されていることも踏まえ、行動計画において第二段階の終期に係る仮の目標時期とし

て掲げられた「2012 年（平成 24 年）4 月」についても、当面延期することといたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 以上の内容により、公表済みの行動計画の記載内容（実施スケジュール）については、

次図の変更が生ずることになります。 

 売買単位の集約に向けた取組み類型（株主総会の決議が必要となる場合）

○ 単元株式数の増加又は設定（現在の売買単位：1 株、10 株、50 株） 

・ 単元株式数の増加・設定のみを実施する場合 

・ 単元株式数の増加・設定に際して、単元株式数の増加比率未満の比率

により株式分割を実施する場合 

・ 単元株式数の設定に際して、単元未満株式の権利制限（会社法第 189

条第 2 項）に係る定款変更を実施する場合 

○ 単元株式数の減少（現在の売買単位：200 株、500 株、2,000 株） 

 ・ 単元株式数の減少と同時に株式併合を実施する場合 
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売買単位の集約に向けた継続的な取組みのお願い 

 

・ 第二段階の終期の確定時期にかかわらず、上場会社の皆様におかれましては、可能な

範囲で、引き続き、各社のそれぞれのご事情を踏まえ、売買単位の集約に向けたご検討

及びご協力をお願いいたします。 

 

・ 売買単位の集約に向けた対応方法や、必要となる会社法上の決議事項等については、

行動計画においてもご紹介しておりますので、そちらをご参照ください。また、具体的

な実務対応等については、お取引の株式事務代行機関（株主名簿管理人）等にご確認く

ださい。 

 

 

今後の進め方 

 

・ 第二段階の終期の確定については、震災の影響等を慎重に見極めた上で、本年秋を目

途に改めて検討を行います。 

 

・ 各証券取引所では、上場会社の売買単位の集約に向けた取組み支援の観点から、引き

続き、情報提供の強化や環境整備等にも取り組んでまいります。 

変更前 

変更後 

当面延期 

変更箇所 
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ご参考資料 

 

◆最近の単元変更等の実施会社数（全国証券取引所ベース） 

単元変更等の内容 

（変更前⇒変更後） 
上場会社数 

1000⇒100 97 社 

1⇒100 46 社 

500⇒100 8 社 

10⇒100 4 社 

合 計 155 社 

※ 効力発生日が 2009 年 4 月 1 日から 2011 年 4 月 1 日に設定された件数を集計 

 

 

◆2011 年 4 月 1 日現在の単元株式数の分布状況（全国証券取引所ベース） 

単元株式数 上場会社数 割合 

100 1,583 社 43.6％ 

1000 1,403 社 38.7％ 

1 538 社 14.8％ 

500 59 社 1.6％ 

10 32 社 0.9％ 

50 13 社 0.3％ 

200 1 社 0.0％ 

2000 1 社 0.0％ 

合 計 3,630 社 100.0% 

 

 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 
 

【 お 問 合 せ 先 】 

株式会社東京証券取引所 上場部 tel.03-3666-0141 

株式会社大阪証券取引所 大阪上場グループ tel.06-4706-0850 

東京上場グループ tel.03-3669-1160 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ tel.052-262-3174 

証券会員制法人福岡証券取引所 自主規制部 tel.092-741-8231 

証券会員制法人札幌証券取引所 自主規制部 tel.011-241-6171 



東 証 上 場 第 ８ ６ 号 

平成２３年１２月２８日 

情 報 取 扱 責 任 者 
上 場 外 国 会 社 代 理 人 

各 位 

 

株式会社東京証券取引所 

上場部長 松崎 裕之 

 

業績予想開示に関する実務上の取扱いの見直し方針について 

 

拝啓 貴社ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。上場会社の皆様におかれ

ましては、平素より、重要な会社情報の適時開示、適切な企業行動の実践、さらには

当取引所の市場運営に格別のご高配を賜りまして、厚くお礼申し上げます。 

このたび、当取引所では、業績予想の開示について、近年の上場会社の事業環境を

巡る不確実性の増大を背景に、本年 7 月に公表された「上場会社における業績予想開

示の在り方に関する研究会」（注１）の提言、及び本年 10 月の当取引所の上場制度整備懇

談会における検討を踏まえて、下記に掲げる方針のとおり、その取扱いの見直しを行

うことといたしましたのでお知らせいたします（注２）。 

なお、今回の見直し後の実務については、平成 24 年 3 月期に係る決算内容の開示

のときから適用することを予定しています。また、今回の見直しを反映した決算短信

（サマリー情報）の様式及び作成要領その他の実務上の取扱いの詳細につきましては、

今後、実務関係者による検討を経て、そのとりまとめを行い、後日ご案内させていた

だきます。 

 

敬  具 
 

（注１） 「上場会社における業績予想開示の在り方に関する研究会」の提言内容につき
ましては、同研究会報告書をご参照ください（平成 23 年 7 月 29 日付、東証上場
第 39 号により通知）。同研究会報告書につきましては、当取引所ホームページの以
下のリンク先に掲載しています。 
 → http://www.tse.or.jp/rules/kessan/gyouseki/index.html 

 
（注２） 昨年 12 月に公表された金融庁の「金融資本市場及び金融産業の活性化等のた

めのアクションプラン」では、「Ⅰ．企業等の規模・成長段階に応じた適切な資金
供給」に向けた施策のひとつとして、「取引所における業績予想開示の在り方の検
討、取引所の取組の慫慂」が掲げられています。 
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＜本件に関するお問合せ、ご意見又はご要望は、以下にお願いいたします。＞ 

株式会社東京証券取引所 上場部企画担当 

電話：０３－３６６６－０１４１（大代表） 

   ０５０－３３７７－７５７３（夜間直通） 

電子メール： jojo-kikaku@tse.or.jp 

 

http://www.tse.or.jp/rules/kessan/gyouseki/index.html
mailto:jojo-kikaku@tse.or.jp
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記 

 
 
１．上場会社を取り巻く環境変化に対応した柔軟な業績予想開示の実現を図る

観点から、投資者ニーズを踏まえつつ、上場会社の実情に応じた多様な将来

予測情報の開示を行うことができるような取扱いを整備 

 
 売上高、利益等に係る業績予想を開示する場合にも、そうでない場合にも柔軟

に対応できる、上場会社にとって自由度の高い決算短信の様式を実現 

 
 
２．売上高、利益等に係る業績予想開示を実質的に強制するものと理解されて

いる可能性のある以下の現行の実務を廃止 

 
 業績予想を行わない場合又は独自の形式で行う場合の東証への事前相談 

 上記の場合に限定した「理由」の開示 

 
 
３．安易な開示の後退の防止やフェアディスクロージャーの観点から、見直し

の趣旨については、関係者に十分な周知等を実施 

 
 非現実的な前提や不合理な手法によって算出された数値の開示など、不合理な

業績予想の開示に伴うリスクについて、上場会社に周知  

 株主、投資者その他の情報利用者に対して、見直し方針の公表とあわせて以下

の事項を周知（報道機関等に周知への協力を依頼） 

 業績予想は、合理的に仮定された条件に基づいて算出されたものであり、

その達成を約束する趣旨のもの（経営者によるコミットメント）ではない

こと 

 業績予想は、その後の適切な修正を通じて、事業年度終了後に決算発表が

行われるまでの間の期中におけるダイナミックな業績情報の適時開示の

実現を意図したものであり、業績の進捗に応じた修正が当然に予定されて

いること 

 

以  上 



東 証 上 場 第 ８ ７ 号 

平成２３年１２月３０日 

情 報 取 扱 責 任 者 
上 場 外 国 会 社 代 理 人 

各 位 

 

株式会社東京証券取引所 

上場部長 松崎 裕之 

 

 

業績予想開示に係る事前相談の要請の廃止方針に関するお問合せについて 

 

 

拝啓 貴社ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、当取引所では、本年 12 月 28 日付「業績予想開示に関する実務上の取扱いの

見直し方針について」（東証上場第 86 号）において、「売上高、利益等に係る業績予想

開示を実質的に強制するものと理解されている可能性のある現行の実務」のひとつと

して、「業績予想を行わない場合又は独自の形式で行う場合の東証への事前相談」の要

請を掲げ、これを廃止する方針をご案内しておりますが、この点につきまして、上場

会社の皆様から多数のお問合せを頂戴しておりますので、下記のとおり、ご案内いた

します。 

 

敬 具 

 

記 

 

Ｑ１．事前相談の要請を廃止するとのことであるが、今後、上場会社が、個別に東証

への相談を行うことは可能か。 

 

当取引所では、今回の実務上の取扱いの見直しを通じて、上場会社を取り巻く環境

変化に対応した柔軟な業績予想開示の実現を図る観点から、上場会社が、投資者ニー

ズを踏まえつつ、上場会社の実情に応じた多様な将来予測情報の開示を行うことがで

きるような取扱いの整備に向けた環境整備を進めてまいります。 

そのために、「売上高、利益等に係る業績予想開示を実質的に強制するものと理解さ

れている可能性のある現行の実務」のひとつとして指摘されている、「業績予想を行わ

ない場合又は独自の形式で行う場合の東証への事前相談」の要請を廃止する方針です。 
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ただし、当取引所では、事前相談の要請の廃止後におきましても、上場会社からの

ご要望による個別のご相談には、随時対応させていただきますので、お気軽にお問い

合わせください。 

 

 

Ｑ２．事前相談の要請を廃止するとのことだが、上場会社が、売上高、利益等に係る

業績予想を行わない場合や、独自の形式で行う場合に、注意すべき点はあるか。 

 

上場会社が売上高、利益等に係る業績予想を社内で算出する場合には、今後も算出

した予想について適時開示の義務が発生したり、インサイダー取引規制上の重要事実

に該当したりすることがありますので、その開示の要否を検討される際には、十分な

コンプライアンス上の考慮が必要となります。 

このことは、当該業績予想の算出が、前期決算の発表に際して行われた場合でも、

今期の期中における四半期決算の集計などに際して行われた場合でも、あるいは今期

の事業年度末経過後の決算集計に際して行われた場合でも、かわりありません。また、

前期決算の発表時に公表した場合であっても、公表しなかった場合であってもかわり

ありません。 

当取引所では、これまで事前相談に際して、これらの点を個別にお伝えし、適切な

対応をお願いしてまいりましたが、今回事前相談の要請を廃止するにあたり、別添の

とおり、上場会社が売上高、利益等に係る業績予想を算出した場合に想定されるコン

プライアンス上の留意点を、簡易に図示した参考資料を作成いたしましたので、ご参

照ください。 

上場会社において算出された売上高、利益等の業績予想の非開示により、法令や当

取引所の定める上場規則への違反が生じた場合には、必要に応じて、当局への通報や

上場規則上の措置を講じざるをえないことがありますので、改めて、売上高、利益等

に係る業績予想の開示に関するご対応を検討される際には、別添の留意点を、あらか

じめ十分にご考慮のうえ、ご判断くださいますようお願いいたします。 

 

以 上 

 

 

＜本件に関するお問合せは、以下にお願いいたします。＞ 

株式会社東京証券取引所 上場部企画担当 

電話：０３－３６６６－０１４１（大代表） 

   ０５０－３３７７－７５７３（夜間直通） 

電子メール： jojo-kikaku@tse.or.jp 
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